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港湾局技術企画課 

航空局空港技術課 

 

 

作業船の保有水準と担い手の確保に向けた取組を推進！ 
～「港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船のあり方」を取りまとめました～ 

 

 
 

○ 作業船は、我が国の社会経済活動や国民生活を支える港湾・空港の建設・維持等の工事に必要不

可欠な存在です。また、東日本大震災が発生した際には、全国各地から多くの作業船が被災三県

の復旧作業に従事し、被災地の迅速な復興に大きく貢献する等、災害対応においても重要な役割

を果たしています。 

○ しかし、その数は過去 20 年で約半分にまで減少しており、さらに、50 歳以上の乗組員が 43％に

達するなど、近い将来、港湾・空港工事の実施に支障をきたすことが懸念されています。 

○ こうした課題に対応するため、港湾局及び航空局が設置した「港湾・空港工事のあり方検討会」

において、現場の声や有識者の声を丁寧に拝聴しつつ、作業船の保有水準と担い手を確保する上

での課題や対応方針等を検討し、今般、「港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船の

あり方」として、国と業界団体等が今後の取組を行う上での共通認識を取りまとめました。 

 

＜「港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船のあり方」に示された取組のポイント＞ 

・ 持続可能な設備投資を促進するため、中長期にわたる事業見通しの共有や、適正な利潤が得られ

る事業環境の確保を通じて、作業船建造への投資意欲を喚起するとともに、作業船の新造・買替・

維持に対する支援の充実を図る。 

・ 担い手の確保と働き方改革を実現するため、改正労働基準法に対応した積算基準を整備すると

ともに、学生等への魅力発信や乗組員の処遇改善などを進め、入職促進と入職者の定着を図る。 

・ 生産性向上等を実現するため、作業船を用いた ICT 施工やプレキャスト工法等の導入を進める

とともに、カーボンニュートラル実現に資する作業船普及に向けた支援制度を検討する。また、

作業船の基盤的な技術について官民で協調して研究開発に取り組む環境を整備する。 

 

 

 【問い合わせ先】 

港湾局技術企画課 浅見、田中 

TEL:03-5253-8111(内線:46502)、03-5253-8905（直通） 

航空局航空ネットワーク部空港技術課 山岸、畑 

TEL:03-5253-8111(内線:49502)、03-5253-8725（直通） 

作業船の大幅な減少や乗組員の高齢化などの課題に対して、港湾・空港工事の持続可能性

を確保する観点から、「港湾・空港工事のあり方検討会」において、国と業界団体等が今後の

取組を行う上での共通認識として「港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船のあり

方」を取りまとめました。 

本とりまとめを踏まえ、官民で連携して具体的な取組を進め、作業船の保有水準と担い手

の確保を目指します。 

 


